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はじめに 

後継者と情報の会では地域活動に参加する人を促す情報の活用を考えます。 

地域活動の担い手が不足している現状を打破するには継続的に後継者が出てくる仕組みが

必要です。様々な方策がありますが情報（ソーシャルメディア）をいかに活用していくか

にかかっています。 

現在住んでいる地域を住みやすいと感じている人は地域活動が活発な地域だと思ってい

ます。地域でのつながりを増やすには情報を共有化し、地域の活動に積極的に参加する人

を増やすことです。 

ソーシャルメディアを始めとしたＩＣＴによる人と人とのつながりの創出や身近な人と

のつながりの補完、地域内の共助促進について検証して参ります。 

 

オンラインコミュニケーションで「つながり」ができる。この 10年でインターネットや

携帯電話、スマートフォン普及によりソーシャルメディアによって「結びつき」が普通の

ものとなっている。総務省「ＩＣＴによるインクルージョンの実現に関する調査研究（2018）」

によるとソーシャルメディアが多様化することでオンラインのつながりにも様々な形態

が生まれている。ソーシャルメディアの形態について分類を試みたものである。 

 

 

 

 

後継者と情報の会 
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ソーシャルメディアは大きく「広場型」と「フィード型」に分けることができる。「広場

型」は運営者がコミュニケーションの場を設定して、そこに参加者が特定のテーマに関

係する情報を投稿するものである。情報の周りに人が集まるようにしてつながりが生じ

るものである。 

「フィード型」は参加者が投稿する様々な情報が一覧となって表示されるソーシャルメ

ディアであり、参加者同士のつながりを通じた情報のやり取りよってつながりが生じる

ものである。 

図表 2-3-3-1は、例示したソーシャルメディアが広場型とフィード型のうちどちらのつ

ながりを形成しやすいかという観点から縦軸を現実世界での身近なつながりを、横軸を

現実世界では普段会うことのない遠くのつながりとに分類したものである。フィード型

のソーシャルメディアが最近の 10年で広まっている。 

 

積極的に運営の工夫している自治会・町内会や協議会の団体の事例を検証してその課

題について考えてみます。 

自治会町内会の運営上の課題について最近の横浜市のアンケートでは「役員のなり手が

少ない」が 77.9％と最も多く、次いで「会員の高齢化」63.3％「特定の会員しか運営、

行事に関わらない」37.9％と「行事の参加者が少ない」が 19.8％となっています。 

 

住民が地域活動に参加するきっかけは趣味の仲間探し、子育ての不安など様々有りま

すがこのきっかけによる参加を拡大、継続していくためにも、人々をその気にさせる何

らかの推進力が必要となります。推進力として考えられるものはやはり内発的な地域活

動への参加意欲のようなものです。 

 

適切な動機づけ、制度構築、活用支援の仕組み等（具体的にはプラットフォームの構

築、ＩＣＴの活用等）を用意する事により、住民で推進力を持っている場合スムーズに

参加意欲が吐き出され、発現してきます。関心が低い住民を地域活動に引き込み地域住

民としての自覚を高めて行くことも合わせて重要です。 

 

 

ここで、先ず自治会・町内会の現状と課題について横浜市市民局作成の「ハマの元気印 

ダイジェスト版」（自治会町内会のための情報交流誌）掲載の事例集運営の工夫をしている

3つの自治会・町内会の運営委員にお会いしてお話をお聞きしました。 

 

 

 



12 

 

  事例 1 誰もが参加できる町内会を目指して、神奈川区 三ツ沢中町町内会 

 

  事例 2 会長を置かずにみんなで分担制！チーム広町  港北区綱島西広町 

 

  事例 3 無理をしない、ありのままの自治会運営 都筑区 高山自治会 

 

 この 3つの自治会は運営方法について工夫していますがいずれもこの地域活動に参加す 

るきっかけづくりを大切にしていることがわかりました。 

 

 事例 1の三ツ沢中町町内会の運営の工夫について見てみましょう。 
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これまで町内活動を行ってきた方と新たに活動に参加する方が協力して取り組んでい

る。 

 

① 常時活動に参加することが難しい役員についてはメールを活用し会議に出なくて

も連絡ができ情報が共有できるよう議事録を録音データで渡す。 

また高齢の役員については手紙や電話で連絡をしている。 

地域活動に参加する場合多様な人々ができるようきめの細かい工夫をしている。 

 

② 町内会の連絡先をはっきりさせるため町内会でスマートフォンを購入しメールア

ドレスと携帯番号を全員に周知して町内会の連絡が取れるようにしている。 

 

③ 世代で常識が異なるため行き違いが発生する事がある。会長が全体像を把握し、役

員個別に指示を出すのでなく、役員全員で事業の全体像（なぜそうなったかという

理由も含めて）共有している。考えを「見える化」している。 

 

運営の工夫によって時間的な制約があっても活動に関われるので若い人が参加しやす

くなった役員間の連絡を主にメールで行っている。会議等の開催予定、欠席連絡もしく

は意見を伝える。議事録の共有等の工夫をしている結果である。 

すべての活動はみんなが顔見知りになることを目的としており「人のつながりづくり」

をしている。 

また住民の参加意向を知るために住民アンケート・支え合い・助け合いを実施しニーズ

の掘り起こしに成功しアンケート結果を実現する様々な取り組みが始まっている。 

 

○広報、ホームページ検討グループ 

 

○避難及び町内パトロール検討グループ 

 

○三ツ沢中町アンケート結果を実現する会 

 

今後様々取り組みを行い、とにかく町内会活動が楽しいという印象を持ってもらえば

多くの人が参加する動機づけになるだろう。 
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事例 2の「会長を置かずにみんなで分担制！チーム広町」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長・副会長制の組織体制の見直し、この体制の見直しのきっかけは会長になる人が 

いないなら会長制をやめて会長の業務をみんなで分担してサークル形態にかえ会員一

人一人がスタッフという位置づけ、担当リーダーがそれぞれ専門的役割をになってい

る。リーダー等の連絡はラインで行っている。 

 

「自治会の活動では、防災に取り組んでいるが近くの人同士がいかに顔を知っているか

が大事なのでイベントを行う目的も顔見知りを作るために行っている。従来の会長・副

会長という形態でなくリーダーへの過度な負担を軽減する。複数のリーダー制やサブリ

ーダーの選任や組織として臨機応変なサポート体制ができれば組織に余裕ができ持続

的な担い手が出てくる。 
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事例３ 無理をしない、ありのままの自治会運営 高山自治会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１戸建て住宅分譲マンション７０％ 賃貸マンション・テラスハウスが２２％その他

８％であるニュータウンである。この特性を十分に活かすために自治会発足当時から

任期１年の輪番性をとったことに最大の特徴がある。 

「こうでなければならない」と「従来の自治会の組織運営」にとらわれず会員が一丸と

なって新たな「高山自治会方式」を模索し、作り上げて行った。同じメンバーが長期に

渡り役員を務める自治会では、長年の経験が活かせるメリットが有るが新たな風が吹

かず、活動がマンネリ化して停滞する。この点役員経験者が発足以来３割を超えて大き

な力となった。この輪番制というあり方を持続するために運営の工夫をしてきた。 
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① 役員のほとんどが若い女性であり仕事や子育てに配慮している。子ども連れで役員

会に出席。 

② 引き継ぎがうまく行かない 

総会を挟んで前後合わせて３ヶ月新旧の役員が総会の準備をする中で意思の疎通

を図り引き継ぎがスムーズに行くようになった。現在はきちんとバトンタッチでき

ている。 

③ 携帯メールを使ってのやり取り、情報伝達など若い世代に合わせた対応も素早く取

り入れている。 

 

以上 3つの町内会の運営の工夫の事例に共通することは地域活動に参加する動機づけが 

いろいろな工夫で発現していることです。 

この参加しようとする意識を拡大・継続していくためには地域全体の団体と連携して 

地域情報の共有化を用意することが必要です。それはプラットフォームの構築とＩＣＴの

活用についての検討が必要です。 

 

プラットフォームの構築 

地域活動にあたっては主体である自治会・町内会がさまざまな目的や機能を持った 

各種団体が地域活動の持っている総合力を活性化するために連携することが必要であり 

この連携により多種多様なひとが地域活動により多く参加できる様になります。 

このような連携により地域の見守りの家を完成した事例があります。 

瀬谷区阿久和北部地区は、いざというときに相互で助け合い難関を乗り越えるためのネ

ットワークを作りました。日頃からの、向こう三軒両隣が見守ったり見守られたりし合う

中で「いざ」というときに機能するのです。この見守りの連携のために情報を共有するた

めに阿久和北部見守り合い実行委員会では見守りの大切さ共有するために、年に 1度「見

守り合のつどい」を開催しています。参加団体は阿久和北部内の各自治会・各種団体・ボ

ランテイア団体・各施設学校・瀬谷区役所・瀬谷警察署等の活動内容を５０枚のパネルに

し展示・説明しています。このつどいは各自治会が模擬店を出店、催しものも工夫して楽

しく開催しています。 

「見守り合いネットワーク」は、各自治会の

実情に合わせて取り組んでいます。このネット

ワークの中から「そこに行けば誰かがいる。寂

しくない。子育ての悩みも聞いてもらえる。と

きにはケアプラザや区役所の相談コーナーが設

けられる。放課後の子どもたちの遊びの場。高

齢者のための囲碁・麻雀・ゲートボールの楽し
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みの場。フリーマーケットで買い物・様々な情報が発信されている」自治会館でも集会施

設でもない、みんなの家・みんなの縁側・みんなの庭そんな見守り合いの拠点ができて、

成功しています。 

 

 

ＩＣＴの活用 

 

現在の自治会町内会が活用しているＩＣＴについて検討してみました。 

・メーリングリストにより連絡がスムーズに行えるまたメールできない方にはポスティ

ングする等連絡は全員に必ず行う。町内会の分担業務についても分担グループごとにメ

ーリグリストを作り情報を連絡できる。 

・地域ＳＮＳを活用すれば地域ＳＮＳ上で相談しながら様々なリアルな活動につなげる

ことができる。 

・子育てをしている人車椅子に乗っている人同士のつながり等様々なつながりを創造で

きる。 

ＩＣＴは多様な人々のつながりを作る仕組みとして利用可能です。 

 

防災活動 

最後になりますが地域活動に参加を促す動機づけとして防災活動は地域コミュニティの

再生に資するものです。 

関東圏では３０年以内に直下型の大規模地震が起こる割合が７０％といわれています。近

所付き合いでお互いの顔がわかることが必要です。近所の人が近所の人を助ける割合は、

阪神大震災のとき８割でした。都心部では大規模地震災害について正常化バイヤスがあり

自分は死なないと漠然と思っている人々が多いです。 

横浜市は学校区単位に地域防災拠点運営委員会が構成されています。地域により運営の

工夫がなされていますが地域住民が常に参加しているわけではありません。各自治会町内

会の自主防災組織はマンション・団地・戸建て住宅・共同住宅と住まいの形態により個別

に訓練をしています。しかし港北区では学校運営協議会が母体になり学校区のマンション・

団地・戸建住宅・ＰＴＡ・福祉施設と協働で避難訓練を行っています。 防災拠点の活性化

は地域活動の参加者を増やす今一番取り組みやすい課題であると考えます。 

 

終わりに 

ソーシャルメディアの活用  （人と人とのつながりを主体的に補完的に行う） 

地域活動への参加こそが生活する人々の生きがいでありおおやけ（公）であるという 

意識改革が将来の地域を支える住民活動となっていくと思います。 


